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�愛媛県告示第７７７号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第７７８号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第７７９号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広
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登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３０
年６月
５日

愛媛県
第１２３６
号

魚廃物
加工肥
料

日振島
魚廃物
加工肥
料

窒素全
量６．０
りん酸
全量
１．５

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は公
定規格
のとお
り

うわうみ漁業協
同組合
愛媛県宇和島市
築地町２丁目５
番１８号

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３３
年６月
９日

愛媛県
第１２９４
号

魚かす
粉末

魚かす
粉末７
号

窒素全
量７．０
りん酸
全量
６．０

該当無
し

有限会社上田産
業
愛媛県八幡浜市
八代６６４番地４

平成３３
年６月
９日

愛媛県
第１２９５
号

魚かす
粉末

魚かす
粉末８
号

窒素全
量８．０
りん酸
全量
５．０

該当無
し

有限会社上田産
業
愛媛県八幡浜市
八代６６４番地４

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３３
年６月
２４日

愛媛県
第１２１８
号

混合石
灰肥料

くみあ
い粒状
土壌改
良用混
合石灰
３０

アルカ
リ分
４５．０
く溶性
苦土
１０．０

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は公
定規格
のとお
り

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

毎週（火・金）曜日発行 第２６８０号 平成２７年６月１２日

平成２７年６月１２日金曜日 第２６８０号

愛 媛 県 報

６２０
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�愛媛県告示第７８０号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、今治市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

代表者 今治市長 菅 良二

今治市大三島町宮浦５７１４番３

２ 埋立区域

� 位置

１工区

今治市吉海町本庄３２５番から同３２４番６までの地先公有水面

� 区域

次の１５点から１４点までを順次直線で結んだ線並びに１４点と１５

点を結ぶ平成２５年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．９２メートル）

の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市吉海町本庄３７５番、国土地理院「津倉」四等三

角点）は、北緯３４度０９分１８．１８５６秒、東経１３３度０１分３４．７３６４秒

の地点

１５点は、基点から真北２０４度０７分４７秒４７４．４２メートルの地点

１６点は、１５点から真北２７５度２２分１４秒１８．４７メートルの地点

５点は、１６点から真北５度２１分５３秒５４．８６メートルの地点

６点は、５点から真北２７３度０９分１２秒０．６０メートルの地点

７点は、６点から真北３度０９分３６秒２．７０メートルの地点

８点は、７点から真北９３度１２分３０秒１．００メートルの地点

９点は、８点から真北３度１１分０４秒３７．１０メートルの地点

１０点は、９点から真北２７３度０９分０４秒１．００メートルの地点

１１点は、１０点から真北３度４７分１６秒２．７０メートルの地点

１２点は、１１点から真北９３度４７分５１秒０．５７メートルの地点

１３点は、１２点から真北３度１０分３１秒１１．９０メートルの地点

１４点は、１３点から真北９３度１０分２８秒１４．０４メートルの地点

� 面積

１，７３５．５４平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成２６年３月３１日 愛媛県指令２５港第７７１号

４ しゅん功認可年月日

平成２７年６月１２日

�愛媛県告示第７８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市港新地土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２７年６月１２日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７８２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

伊予郡砥部町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２７年６月１２日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

就 任

平成３３
年６月
２７日

愛媛県
第１２０９
号

混合石
灰肥料

くみあ
い粒状
土壌改
良用混
合石灰

アルカ
リ分
５０．０
く溶性
苦土
１０．０

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は公
定規格
のとお
り

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 譲 西条市樋之口４５６番地の８

〃 川 又 則 昭 西条市樋之口４５６番地の３

〃 小 山 真 吾 西条市港３６３番地

〃 宮 嶋 英 忠 西条市本町９４番地

〃 築 山 富 市 西条市市塚６４番地

〃 越 智 易 孝 西条市樋之口１０９番地

〃 青 木 徹 西条市古川甲２５番地の３

監 事 上 路 健 一 西条市樋之口１２６番地

〃 鈴 木 敏 西条市古川１５３番地の３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 譲 西条市樋之口４５６番地の８

〃 川 又 則 昭 西条市樋之口４５６番地の３

〃 小 山 真 吾 西条市港３６３番地

〃 宮 嶋 英 忠 西条市本町９４番地

〃 築 山 富 市 西条市市塚６４番地

〃 越 智 易 孝 西条市樋之口１０９番地

〃 鈴 木 豊 西条市古川１５３番地の３

監 事 青 木 徹 西条市古川甲２５番地の３

〃 上 路 健 一 西条市樋之口１２６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 中 岡 重 樹 伊予郡砥部町大南１９４９番地

〃 二ノ宮 五 月 伊予郡砥部町大南１５４０番地

〃 田 中 義 冨 伊予郡砥部町大南８２５番地

〃 中 村 茂 久 伊予郡砥部町岩谷口４０８番地

〃 金 子 武 伊予郡砥部町岩谷３７番地

〃 松 村 英 夫 伊予郡砥部町川登２９３番地

〃 門 田 尚 士 伊予郡砥部町万年５７５番地

〃 青 木 廣 行 伊予郡砥部町外山８８番地

〃 前 田 義 夫 伊予郡砥部町外山８４番地

〃 前 田 � 造 伊予郡砥部町五本松１２３番地

〃 石 田 愼 一 伊予郡砥部町北川毛９３０番地

愛 媛 県 報平成２７年６月１２日 第２６８０号

６２１
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退 任

�愛媛県告示第７８３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７８４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 福 岡 義 一 伊予郡砥部町大角蔵１４０番地

〃 樋 口 泰 幸 伊予郡砥部町川井１５５３番地

〃 大 内 廣 志 伊予郡砥部町千足１０４番地１

〃 正 岡 英 司 伊予郡砥部町宮内３６７番地

〃 宮 内 正 彦 伊予郡砥部町上原町８番地

〃 柳 田 勇 伊予郡砥部町高尾田８８１番地

〃 柳 田 清 勝 伊予郡砥部町麻生１１８番地

〃 土 居 武 英 伊予郡砥部町三角３６番地２

〃 矢 野 勝 利 伊予郡砥部町重光４２６番地

〃 相 原 彰 志 伊予郡砥部町八倉２９３番地

〃 三 原 義 收 伊予郡砥部町岩谷口３１８番地

監 事 小 西 浩 二 伊予郡砥部町大南４２８番地

〃 西 岡 昭 司 伊予郡砥部町川井１０６６番地

〃 二 宮 敬 介 伊予郡砥部町拾町１９０番地

〃 澤 田 道 夫 伊予郡砥部町岩谷１０５番地

〃 松 村 英 夫 伊予郡砥部町川登２９３番地

〃 門 田 尚 士 伊予郡砥部町万年５７５番地

〃 青 木 廣 行 伊予郡砥部町外山８８番地

〃 前 田 義 夫 伊予郡砥部町外山８４番地

〃 古 田 俊 正 伊予郡砥部町五本松３６２番地

〃 政 岡 一 弥 伊予郡砥部町北川毛４４５番地

〃 福 岡 義 一 伊予郡砥部町大角蔵１４０番地

〃 樋 口 泰 幸 伊予郡砥部町川井１５５３番地

〃 永 田 公 也 伊予郡砥部町千足１２６番地

〃 正 岡 英 司 伊予郡砥部町宮内３６７番地

〃 稲 � � 男 伊予郡砥部町原町９１番地

〃 柳 田 勇 伊予郡砥部町高尾田８８１番地

〃 柳 田 勇 伊予郡砥部町麻生２２９番地

〃 相 田 宣 幸 伊予郡砥部町三角１５９番地

〃 河 原 儀 廣 伊予郡砥部町重光８３番地２

〃 松 田 憲 明 伊予郡砥部町八倉３５９番地

〃 三 原 義 收 伊予郡砥部町岩谷口３１８番地

監 事 八 束 巖 伊予郡砥部町大南８３６番地

〃 西 岡 昭 司 伊予郡砥部町川井１０６６番地

〃 二 宮 敬 介 伊予郡砥部町拾町１９０番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２３）第１６９５１号 平成２４年
１月６日 大西技装工業 大西 大喜 松山市東石井５－１０－２８ 平成２７年

５月１２日 塗装工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－２４）第７２６９号 平成２４年
５月２８日 �伊予鉄�島屋 奥村 正綱 松山市湊町５－１－１ 平成２７年

５月２０日

建築工事業、大工工事業
左官工事業
とび・土工工事業
石工事業、屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鋼構造物工事業
鉄筋工事業、板金工事業
ガラス工事業、塗装工事業
防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業、建具工事業

建設業の廃止

（般－２２）第１６６９６号 平成２２年
６月１７日 �ワタナベクリーン 渡部 博 松山市森松町８２０ 平成２７年

５月２２日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－２３）第５４４１号 平成２３年
９月１日 北辰技建 中矢 恒憲 松山市味酒町２－１７－１１ 平成２７年

５月２６日
土木工事業、建築工事業
左官工事業

建設業の廃止
（法人成り）

（般－２３）第９３４３号 平成２４年
１月２３日 �安井技研 安井 正彦 松山市今在家２－１－４ 平成２７年

５月２６日 電気工事業、管工事業 建設業の廃止

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 久保田 敏 彦 伊予郡砥部町大南１９６５番地

〃 二ノ宮 五 月 伊予郡砥部町大南１５４０番地

〃 白 潟 恒 仁 伊予郡砥部町大南６３６番地

〃 中 村 茂 久 伊予郡砥部町岩谷口４０８番地
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�愛媛県告示第７８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川松山線
松山市水泥町７９１番２から

同町９６０番まで

旧 ６．７～７．５ ０．０１８

新 ９．０～１４．３ ０．０１８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川松山線
松山市水泥町７９３番６から

同町９６０番まで
平成２７年６月１２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 猪伏西谷線

上浮穴郡久万高原町西谷字高野９４６７番１地先から

同字９４７１番地先まで
旧 ５．１～８．０ ０．０９８

上浮穴郡久万高原町西谷字高野９４６７番１地先から

同字９４７１番まで
新 ７．２～３３．７ ０．０９７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市余戸東四丁目３０７４番２から

同市余戸東四丁目３０７３番３まで
平成２７年６月１２日

〃 松山松前伊予線
松山市余戸中六丁目７８０番６から

同市余戸中六丁目３２９８番８まで
〃

愛 媛 県 報平成２７年６月１２日 第２６８０号
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 工事名

防災通信システム整備工事

� 工事場所

愛媛県内一円

� 工事概要

愛媛県防災通信システムの更新及び整備（地上系にあっては

多重無線の整備及び無線ＬＡＮ等の整備、衛星系にあっては一

部機器の更新、既設の機器の撤去及び受信設備等の整備）

� 工期

工事請負契約の成立の日の翌日から平成２９年３月１５日まで

� 予定価格

２，３２２，３５１，０００円（消費税及び地方消費税を除く。）

� その他

ア この公告の工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律（平成１２年法律第１０４号）に基づき、分別解体等及

び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられた工

事である。

イ この公告の工事の入札は、愛媛県電子入札運用基準（工事・

業務）（平成１７年８月１７日制定。以下「運用基準」という。）

に定義するシステム（以下「電子入札システム」という。）

による。ただし、紙入札を希望する者は、知事の承諾を得た

ときに限り紙入札方式によることができる。

ウ この公告の工事の入札は、愛媛県建設工事標準型総合評価

落札方式実施要領（平成２３年８月８日制定。以下「総合評価

�愛媛県告示第７８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 猪伏西谷線
上浮穴郡久万高原町西谷字高野９４６７番１地先から

同字９４７１番まで
平成２７年６月１２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４１号
大洲市梅川４０２番４から

同市梅川４２１番まで

旧 ４．３～１８．４ ０．４１０

新 １０．５～４０．７ ０．４００

〃 〃
大洲市梅川４２１番から

同市梅川４２５番１まで

旧 ３．９～７．６ ０．０８３

新 ３．９～７．６
１６．０～４２．２

０．０８３
０．１２０

〃 〃
大洲市梅川４２５番１から

同市梅川４４３番まで

旧 ４．７～８．９ ０．１８１

新 １２．８～４４．４ ０．１６９

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２７年６月２日 ＮＰＯ法人 ぴあ 佐 野 卓 志 松山市木屋町１丁目９番地４ この法人は、障害のある人が自分らしくあたり
まえに地域で生活することを支援するため、障
害のある人の社会参加促進に関する実践活動、
障害のある人に対する地域住民の理解促進活動
等を行いながら、地域福祉の向上、発展に寄与
することを目的とする。
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実施要領」という。）に定義する標準型総合評価一般競争入

札により行う。

エ この公告の工事の入札には、愛媛県建設工事低入札価格調

査制度実施要綱（平成１９年４月１日制定。以下「低入札価格

調査制度実施要綱」という。）に基づく低入札価格調査制度

を適用する。

２ 入札参加資格を有する者

愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛媛県

告示第１２７５号）第２条第２項に規定する特定建設工事共同企業体

（以下「共同企業体」という。）として、次に掲げる要件を全て

満たす者であること。

� 構成員の数が３者であり、任意かつ自主的に結成されたもの

であること。

� 代表者である構成員が次に掲げる要件を全て満たす者である

こと。

ア 知事の審査を受け、工事種別「電気通信工事」について平

成２７年度の特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調

達手続の特例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第

１条に規定する特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競

争入札等に参加する資格を有すると認められた者であること。

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

ウ 特定建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書（以

下「申請書」という。）の提出期限の日から落札者の決定の

日までの間に、愛媛県建設工事入札参加資格停止措置要綱

（昭和６３年８月１日制定）に基づいて知事が行う入札参加資

格停止の期間がない者であること。

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手

続開始の申立て又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の

規定による更生手続開始の申立てがなされていないこと（民

事再生法の規定による再生計画認可又は会社更生法の規定に

よる更生計画認可の決定を受けている者を除く。）。

オ 次に掲げるこの公告の工事に係る設計業務等の受託者又は

当該受託者との間に資本関係若しくは人的関係を有する者で

ないこと。

商号 株式会社四電技術コンサルタント

所在地 香川県高松市牟礼町牟礼１００７番地３

カ この公告の工事の入札に参加しようとする他の共同企業体

の構成員でない者であること。

キ この公告の工事の入札に参加しようとする他の共同企業体

の構成員との間に、資本関係又は人的関係を有する者でない

こと。

ク 平成２５年度又は平成２６年度に完成した愛媛県土木部及び農

林水産部発注の電気通信工事に係る工事成績評定点（完成検

査時の評価によるものとする。以下同じ。）を有する場合は、

工事成績評定点の平成２５年度の平均点数又は平成２６年度の平

均点数のいずれかが６５点未満の者でないこと。

ケ 電気通信工事業について、特定建設業の許可（建設業法

（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条第１

項第２号に掲げる者に係る同項の許可をいう。）を受けてい

る者であること。

コ 法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査（その審査

基準日が申請書の提出期限の日から起算して過去１年７月以

内であるもののうち、直近のものに限る。）の結果通知書の

総合評定値が、電気通信工事において１，２００点以上の者であ

ること。

サ 地方公共団体が発注した防災行政無線整備工事（次のいず

れかに該当するものに限る。）の元請（共同企業体の構成員

である場合にあっては、出資比率が２０パーセント以上の者に

限る。以下同じ。）としての施工実績を有する者であること。

� 申請書の提出期限の日から起算して過去１５年間に完成し

た公共工事であって、一般財団法人日本建設情報総合セン

ターの工事実績情報システム（コリンズ）に施工実績が登

録されたもの

� 申請書の提出期限の日から起算して過去１５年間に完成し

た請負代金額が５００万円以上の公共工事（�に掲げるもの
を除く。）であって、当該公共工事に係る工事請負契約書

の写し、発注者の施工証明書（愛媛県発注工事の場合は不

要とする。）、図面等を提出できるもの

シ 次の要件を全て満たす監理技術者を専任で配置することが

できる者であること。

� 監理技術者資格者証（電気通信工事業に係るものに限

る。）及び監理技術者講習修了証を有する者であること。

� 申請書の提出日において３月以上にわたって代表者であ

る構成員と継続的な雇用関係にある者であること。

� 地方公共団体が発注した防災行政無線整備工事（サ�又
はサ�のいずれかに該当する公共工事であって、元請とし
て施工したものに限る。）に監理技術者、主任技術者、担

当技術者又は現場代理人として従事した経験（当該防災行

政無線整備工事の工期の２分の１以上を占める従事経験に

限る。）を有すること。

ス 構成員のうち、最大の施工能力を有し、かつ、その出資比

率が最大の者であること。

� 代表者以外の構成員が次に掲げる要件を全て満たす者である

こと。

ア �アからクまでに掲げる要件
イ 電気通信工事について、建設業者格付け事務取扱要領（平

成１１年４月１日制定）第５条の規定に基づき通知された格付

け結果（申請書の提出日において効力を有するものに限

る。）がＡ等級又はＢ等級である者

ウ 次の要件を全て満たす主任技術者を専任で配置することが

できる者であること。

� �シ�に掲げる要件を満たす者又は電気通信工事に関し
法第７条第２号イ、ロ若しくはハに該当する者であること。

� 申請書の提出日において３月以上にわたって代表者以外

の構成員（同一の構成員に限る。）と継続的な雇用関係に

あること。

� 各構成員の出資比率が、２０パーセント以上であること。

� 各構成員が次に掲げる規定による届出をしていない者（当該

規定が適用されない者を除く。）でないこと。

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条

イ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条

ウ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条

� 各構成員又は各構成員の役員等（業務を執行する社員、取締

役、執行役若しくはこれらに準ずる者又は相談役、顧問その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を
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執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者と同

等以上の支配力を有するものと認められる者をいう。）が次に

掲げる者でないこと。

ア 愛媛県暴力団排除条例（平成２２年愛媛県条例第２４号）第２

条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」とい

う。）

イ 暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者

ウ 暴力団員等又はイに掲げる者がその事業活動を支配する者

� 共同企業体の有効期間が、次に定める期間であること。

ア この公告の工事の契約の相手方となった場合は、当該工事

の請負代金の精算払を受けるまでの間

イ この公告の工事の契約の相手方とならなかった場合は、当

該工事の契約の相手方が確定するまでの間

３ 入札参加資格の確認

� この公告の工事の入札に参加を希望する者は、愛媛県建設工

事共同企業体事務取扱要綱第１１条第１項の規定に基づき、次に

掲げる申請書類を知事に提出し、入札参加資格の確認を受けな

ければならない。

ア 申請書

イ 特定建設工事共同企業体協定書の写し

ウ 入札参加資格確認資料

� �に掲げる申請書類の提出は、代表者となろうとする者が電
子証明書（ＩＣカード）を取得し、電子入札システムへの利用

者登録を完了した上で行わなければならない。ただし、紙入札

方式による場合にあっては、この限りでない。

� �に掲げる申請書類は、電子入札システムにより平成２７年６
月１２日（金）から７月１日（水）までの電子入札システムの稼

働時間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第

３号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」と

いう。）以外の日の午前９時から午後８時まで（最終日は午後

５時まで）をいう。以下同じ。）に提出すること。ただし、紙

入札方式による者にあっては、アに掲げる期間内にイに掲げる

場所へ、申請書類を持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又

は信書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）により提

出すること。

ア 受付期間

平成２７年６月１２日（金）から７月１日（水）までの受付時

間中（県の休日以外の日の午前８時３０分から午後５時までを

いう。以下同じ。）

なお、郵送等による場合にあっては、平成２７年７月１日

（水）午後５時までに、イに掲げる場所へ必着のこと。

イ 受付場所

愛媛県県民環境部防災局防災危機管理課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２３１８

ＦＡＸ番号 （０８９）９４１―２１６０

電子メール bousaikikikanri@pref.ehime.jp

� 入札参加資格の確認の結果は、申請書を提出した者に対して、

平成２７年７月８日（水）までに、電子入札システムにより通知

する。

なお、紙入札方式による者にあっては、書面により通知する。

� その他

ア �に掲げる申請書類の作成等に係る費用は、当該書類を提
出した者の負担とする。

イ 提出された申請書類は、返却しない。

ウ 詳細は、入札説明書による。

４ 入札参加資格を認められなかった者に対する理由の説明

� 入札参加資格を認められなかった者は、その理由について、

知事に対して書面により説明を求めることができる。この場合

には、３�の通知をした日の翌日から平成２７年７月１７日（金）
までの受付時間中に３�イに掲げる場所へ、当該書面を持参又
は郵送等により提出しなければならない。

� �の書面を提出した者に対する回答は、平成２７年７月２４日
（金）までに、書面により行う。

５ 標準型総合評価落札方式に関する事項

� 評価項目

総合評価実施要領第５条に定めるところによる。

� 評価の方法

ア 入札参加資格を満たす場合に１００点の基礎点を与えるとと

もに、技術提案については評価基準に従って評価し、２０点を

満点とする加算点を与える。

イ アにより得られる基礎点及び加算点の合計を入札価格で除

して得た数値（以下「評価値」という。）をもって評価を行

う。

ウ 各評価項目の配点等詳細は、入札説明書による。

� 適正な履行の確保

受注者の責により、提出された技術提案の内容と同等以上の

施工をしなかったと認められる場合は、総合評価実施要領第１１

条の規定により工事成績評定点を減点し、及び違約金を徴収す

る。

６ 入札説明書の掲載等

� 掲載期間

平成２７年６月１２日（金）から７月３１日（金）まで

� 掲載場所

入札情報公開システム

http://www.pref.ehime.jp/h40180/e-bid-nyuusatsu/index.

html

� なお、設計書、図面及び仕様書については、平成２７年６月１２

日（金）から７月２８日（火）までの間において、入札説明書に

定めるところにより貸与し、又は閲覧に供する。

� 入札説明書について質問がある場合は、電子入札システムに

より、平成２７年６月１５日（月）から７月２１日（火）までの電子

入札システムの稼働時間中に提出すること。ただし、電子入札

システムにより難い場合は、質問事項を記載した書面を持参又

は郵送等により提出することができる。詳細は、入札説明書に

よる。

� �の質問に対する回答は、平成２７年７月２４日（金）から２８日
（火）までの間において、入札情報公開システムにより公表す

る。

７ 入札及び開札

� 電子入札システムによる入札の期間

平成２７年７月２９日（水）から３１日（金）までの電子入札シス

テムの稼働時間中

� 開札の日時

平成２７年８月３日（月）午後３時
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� 開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階入札室

� 入札書の提出方法

原則として、電子入札システムにより、入札金額及び電子く

じ入力番号を入力の上、提出すること。ただし、紙入札方式に

よる者にあっては、持参又は郵送等により提出すること。

� 持参による入札の取扱い

持参による入札の場合は、入札書は、平成２７年７月２９日（水）

から３１日（金）までの受付時間中に３�イに掲げる場所へ提出
すること。

� 郵送等による入札の取扱い

郵送等による入札の場合は、入札書は、平成２７年７月３１日

（金）午後５時までに３�イに掲げる場所へ必着のこと。
� 入札関係書類の提出について

ア 入札に際し、次に掲げる書類を併せて提出すること。

� 工事費内訳書（入札書に記載される金額に対応したもの

とし、工事区分及び工種ごとに、金額を記載すること。）

� 技術提案書

イ アに掲げる入札関係書類の作成等に係る費用は、当該書類

を提出した者の負担とする。

ウ 提出された入札関係書類は、返却しない。

� 入札方法

ア 入札回数は、１回とする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

ウ 低入札価格調査制度実施要綱第３条第１項に規定する調査

基準価格（以下「調査基準価格」という。）を下回る価格で

入札を行った者は、平成２７年８月６日（木）午後５時までに、

入札説明書に定めるところの資料を３�イに掲げる場所へ持
参して提出すること。

８ 落札者の決定方法

� 開札後は、落札者の決定を保留し、標準型総合評価落札方式

に係る技術提案の評価を行う。この場合において、技術提案に

係る加算点については、愛媛県建設工事総合評価審査委員への

意見聴取の上、決定する。

� １�の予定価格の制限の範囲内で入札を行った者のうち、最
高の評価値をもって入札を行ったもの（以下「最高評価値入札

者」という。）を落札者とする。ただし、落札者となるべき者

の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がされないこととなるおそれがあると認められるとき、

又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ

ととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるとき

は、予定価格の制限の範囲内で入札を行った他の者のうちの最

高評価値入札者を落札者とすることがある。

� �の場合において、最高評価値入札者が２者以上あるときは、
当該入札者にくじを引かせて落札者を決定する。

� 落札者の決定は、原則として、愛媛県建設工事総合評価審査

委員への意見聴取の日の翌日から起算して３日（その期間中に

県の休日がある場合においては、県の休日を除く。）以内に行

う。ただし、調査基準価格を下回った入札が行われた場合は、

この限りでない。

� 落札者が決定した場合は、直ちに全ての入札参加者に対し電

子入札システムにより落札者決定の通知を行うものとする。

なお、入札結果は、仮契約締結後、入札情報公開システムに

おいて公表する。詳細は、入札説明書による。

９ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、金融機関の保証の提供

をもって入札保証金の納付に代えることができる。また、入

札保証保険契約を締結し、又は契約保証の予約を行った場合

は、入札保証金の納付を免除する。

イ 入札保証金の納付期間（納入通知書（愛媛県会計規則（昭

和４５年愛媛県規則第１８号）様式第７号（その１））によるも

の）

平成２７年７月９日（木）から２９日（水）まで

ウ 金融機関の保証、入札保証保険契約又は契約保証の予約に

係る書類（以下「入札保証に係る書類」という。）の提出期

間等は、次のとおりとする。

� 提出期間

平成２７年７月９日（木）から３１日（金）までの受付時間

中

� 提出場所

３�イに掲げる場所
� 提出方法

持参又は郵送等により提出すること。

� 金融機関の保証期間又は入札保証保険契約の保険期間に

は、入札保証に係る書類の提出日から平成２７年１０月１５日

（木）までの期間を含むこと。

� 契約保証金

契約に際しては、請負代金額の１０分の１（低入札価格調査制

度実施要綱第５条第１項に規定する低価格入札者との契約（以

下「低価格入札者との契約」という。）にあっては、請負代金

額の１０分の３）以上の契約保証金を納付しなければならない。

ただし、利付国債又は金融機関の保証の提供をもって契約保証

金の納付に代えることができる。また、履行保証保険契約又は

工事履行保証契約を締結した場合は、契約保証金の納付を免除

する。

� 入札の無効等

ア 入札参加資格を有しない者及び３�に掲げる申請書類に虚
偽の記載を行った者の提出した入札書並びに愛媛県建設工事

入札者心得、運用基準、総合評価実施要領及び入札に関する

条件に違反した者の提出した入札書は、無効とする。

イ 入札参加資格を有することを確認された者であっても、入

札時点において入札参加資格を失っているときは、その者の

提出した入札書は、無効とする。

ウ 構成員の中に入札期間の初日から落札者の決定の日までの

間に愛媛県建設工事低価格入札者排除措置要綱（平成２２年６
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月１日制定）に基づく排除措置の期間がある者の提出した入

札書は、無効とする。

エ ７�アに掲げる書類を提出しなかったときは、その者の提
出した入札書は、無効とする。

オ 設計図書に定める仕様に基づくものと認められない技術提

案を行った者の提出した入札書は、無効とする。

� 別に配置を求める技術者

低価格入札者との契約に際しては、監理技術者又は主任技術

者とは別に、同等の要件を満たす技術者の専任での配置を求め

る。詳細は、入札説明書による。

� 契約書作成の要否

要

� 契約の成立

ア この公告の工事に係る請負契約は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定に基づく愛媛県議会

の議決を得たときに成立する。

イ 落札者の決定後、請負契約の締結までの間において、当該

落札者が２に掲げる要件のいずれかを満たさなくなった場合

には、当該請負契約を締結しないことがある。

� 特定調達契約に係る競争入札等に参加する資格の審査を受け

ていない者の参加

２�ア又は２�アの知事の審査を受けていない者で共同企業
体の構成員になろうとするものは、当該共同企業体に係る申請

書を提出するまでに、知事の審査を受けなければならない。

� 契約条項を示す場所及び問合せ先

愛媛県県民環境部防災局防災危機管理課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２３１８

ＦＡＸ番号 （０８９）９４１―２１６０

電子メール bousaikikikanri@pref.ehime.jp

� その他

詳細は、入札説明書による。

１０ Summary

	 Nature and quantity of the construction work to be

required： Construction work of the Ehime Prefectural

disaster prevention communication system，１ set

� Time limit of tender：５：００ p．m．，３１ July，２０１５

� For further information， please contact： Disaster

Prevent ion Cr is is Management Div is ion， Disaster

P r e v e n t i o n S u b d e p a r tmen t， Pub l i c A f f a i r s a n d

Environment Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２３１８

FAX０８９―９４１―２１６０

e-mail bousaikikikanri@pref.ehime.jp
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登録販売者試験の実施について

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律（昭和３５年法律第１４５号）第３６条の８第１項の規定により、平

成２７年登録販売者試験を次のとおり実施する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

平成２７年１０月２８日（水）午前１０時３０分

２ 試験の場所

愛媛県庁（愛媛県松山市一番町四丁目４－２）、愛媛県中予地

方局（愛媛県松山市北持田町１３２番地）、愛媛県総合社会福祉会

館（愛媛県松山市持田町三丁目８番１５号）及び愛媛県薬剤師会館

（愛媛県松山市三番町七丁目６－９）（試験の場所は、受験票に

より通知する。）

３ 受験申請書の提出期間

平成２７年７月２１日（火）から３１日（金）まで。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験申請書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所（松山市の区域

にあっては、中予保健所）と、県外居住者については愛媛県保健

福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。
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クリーニング師試験の施行について

クリ－ニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第７条第１項の規定

による平成２７年度クリーニング師試験を次のとおり施行する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

平成２７年８月２７日（木）午前９時

２ 試験の場所

	 学科試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

� 実地試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

３ 受験願書の提出期間

平成２７年７月２１日（火）から２９日（水）まで。ただし、郵送に

よる場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者

については愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。
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生産事業者講習会の開催について

林業種苗法（昭和４５年法律第８９号）第１１条第１項の規定に基づき、

生産事業者講習会を次のとおり行う。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 開催の日時

平成２７年９月４日（金）９時

２ 開催の場所

上浮穴郡久万高原町菅生

愛媛県農林水産研究所 林業研究センター 展示研修施設 研

修室
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３ 受講申込期限

平成２７年９月１日（火）まで。ただし、郵送による場合は、同

日までの消印があるものは、受け付ける。

４ 受講申込書の請求先及び提出先

住所を所管する地方局森林林業課、支局森林林業課若しくは農

林水産部森林局森林整備課
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２７年６月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 工事名

国道１９７号 松柏トンネル建設工事

� 工事場所

愛媛県八幡浜市松柏から大平まで

� 工事概要

ア 工事延長 １，１２３メートル

イ アのうちトンネル部分

� 工事延長 １，０９０メートル

� 幅員 ６．０（１０．５）メートル

� 内空断面積 ６２．１平方メートル

� 工法 ＮＡＴＭ工法

ウ 使用する主要な資機材

� コンクリート 約２１，０７３立方メートル

� 鉄筋 約７１．１トン

� ロックボルト 約１６，３９９本

� 鋼製支保工 約４０６トン

� 工期

工事請負契約の成立の日の翌日から平成３０年６月３０日まで

� 予定価格

３，０５７，９８４，０００円（消費税及び地方消費税を除く。）

� その他

ア この公告の工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律（平成１２年法律第１０４号）に基づき、分別解体等及

び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられた工

事である。

イ この公告の工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け

付ける契約後ＶＥ方式の工事である。

ウ この公告の工事の入札は、愛媛県電子入札運用基準（工事・

業務）（平成１７年８月１７日制定。以下「運用基準」という。）

に定義するシステム（以下「電子入札システム」という。）

による。ただし、紙入札を希望する者は、知事の承諾を得た

ときに限り紙入札方式によることができる。

エ この公告の工事の入札は、愛媛県建設工事標準型総合評価

落札方式実施要領（平成２３年８月８日制定。以下「総合評価

実施要領」という。）に定義する標準型総合評価一般競争入

札により行う。

オ この公告の工事の入札には、愛媛県建設工事低入札価格調

査制度実施要綱（平成１９年４月１日制定。以下「低入札価格

調査制度実施要綱」という。）に基づく低入札価格調査制度

を適用する。

２ 入札参加資格を有する者

愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛媛県

告示第１２７５号）第２条第２項に規定する特定建設工事共同企業体

（以下「共同企業体」という。）として、次に掲げる要件を全て

満たす者であること。

� 構成員の数が３者であり、任意かつ自主的に結成されたもの

であること。

� 代表者である構成員が次に掲げる要件を全て満たす者である

こと。

ア 知事の審査を受け、工事種別「土木一式工事」について平

成２７年度の特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調

達手続の特例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第

１条に規定する特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競

争入札等に参加する資格を有すると認められた者であること。

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

ウ 特定建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書（以

下「申請書」という。）の提出期限の日から落札者の決定の

日までの間に、愛媛県建設工事入札参加資格停止措置要綱

（昭和６３年８月１日制定）に基づいて知事が行う入札参加資

格停止の期間がない者であること。

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手

続開始の申立て又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の

規定による更生手続開始の申立てがなされていないこと（民

事再生法の規定による再生計画認可又は会社更生法の規定に

よる更生計画認可の決定を受けている者を除く。）。

オ 次に掲げるこの公告の工事に係る設計業務等の受託者又は

当該受託者との間に資本関係若しくは人的関係を有する者で

ないこと。

商号 株式会社エイト日本技術開発

所在地 岡山県岡山市北区津島京町三丁目１番２１号

カ この公告の工事の入札に参加しようとする他の共同企業体

の構成員でない者であること。

キ この公告の工事の入札に参加しようとする他の共同企業体

の構成員との間に、資本関係又は人的関係を有する者でない

こと。

ク 平成２５年度又は平成２６年度に完成した愛媛県土木部及び農

林水産部発注の土木一式工事に係る工事成績評定点（完成検

査時の評価によるものとする。以下同じ。）を有する場合は、

工事成績評定点の平成２５年度の平均点数又は平成２６年度の平

均点数のいずれかが６５点未満の者でないこと。

ケ 土木工事業について、特定建設業の許可（建設業法（昭和

２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条第１項第２

号に掲げる者に係る同項の許可をいう。）を受けている者で

あること。

コ 法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査（その審査

基準日が申請書の提出期限の日から起算して過去１年７月以

内であるもののうち、直近のものに限る。以下「直近の経営

事項審査」という。）の結果通知書の総合評定値が、土木一

式工事において１，２００点以上の者であること。

サ トンネル部分の延長が７６０メートル以上で内空断面積が４５

平方メートル以上のＮＡＴＭ工法によるトンネル工事（次の

いずれかに該当するものに限る。）の元請（共同企業体の構

成員である場合にあっては、出資比率が２０パーセント以上の
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者に限る。以下同じ。）としての施工実績を有する者である

こと。ただし、当該施工実績が平成１６年４月１日以後に完成

した愛媛県土木部及び農林水産部発注の土木一式工事に係る

ものにあっては、工事成績評定点が６５点未満のものは、施工

実績として認めない。

� 申請書の提出期限の日から起算して過去１５年間に完成し

た公共工事であって、一般財団法人日本建設情報総合セン

ターの工事実績情報システム（コリンズ）に施工実績が登

録されたもの

� 申請書の提出期限の日から起算して過去１５年間に完成し

た請負代金額が５００万円以上の公共工事（�に掲げるもの
を除く。）であって、当該公共工事に係る工事請負契約書

の写し、発注者の施工証明書（愛媛県発注工事の場合は不

要とする。）、図面等を提出できるもの

シ 次の要件を全て満たす監理技術者を専任で配置することが

できる者であること。

� 技術士（技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項

の規定による第２次試験のうち技術部門を建設部門又は総

合技術監理部門（選択科目を建設部門に係るものとするも

のに限る。）とするものに合格した者に限る。）又は一級

土木施工管理技士の資格を有する者であり、かつ、監理技

術者資格者証（土木工事業に係るものに限る。）及び監理

技術者講習修了証を有する者であること。

� 申請書の提出日において３月以上にわたって代表者であ

る構成員と継続的な雇用関係にある者であること。

� トンネル部分の延長が７６０メートル以上で内空断面積が

４５平方メートル以上のＮＡＴＭ工法によるトンネル工事

（サ�又はサ�のいずれかに該当する公共工事であって、
元請として施工したものに限る。）に監理技術者、主任技

術者、担当技術者又は現場代理人として従事した経験（当

該トンネル工事の工期の２分の１以上を占める従事経験に

限る。）を有すること。ただし、当該従事経験が平成１６年

４月１日以後に完成した愛媛県土木部及び農林水産部発注

の土木一式工事に係るものにあっては、工事成績評定点が

６５点未満のものは、従事経験として認めない。

ス 構成員のうち、最大の施工能力を有し、かつ、その出資比

率が最大の者であること。

� 代表者以外の構成員が次に掲げる要件を全て満たす者である

こと。

ア �アからケまでに掲げる要件
イ 直近の経営事項審査の結果通知書の総合評定値が、土木一

式工事において９００点以上の者であること。

ウ ＮＡＴＭ工法によるトンネル工事（�サ�又は�サ�のい
ずれかに該当する公共工事に限る。）の元請としての施工実

績を有する者であること。ただし、当該施工実績が平成１６年

４月１日以後に完成した愛媛県土木部及び農林水産部発注の

土木一式工事に係るものにあっては、工事成績評定点が６５点

未満のものは、施工実績として認めない。

エ 次の要件を全て満たす主任技術者を専任で配置することが

できる者であること。

� �シ�に掲げる要件
� 申請書の提出日において３月以上にわたって代表者以外

の構成員（同一の構成員に限る。）と継続的な雇用関係に

あること。

� ＮＡＴＭ工法によるトンネル工事（�サ�又は�サ�の
いずれかに該当する公共工事であって、元請として施工し

たものに限る。）に監理技術者、主任技術者、担当技術者

又は現場代理人として従事した経験（当該トンネル工事の

工期の２分の１以上を占める従事経験に限る。）を有する

こと。ただし、当該従事経験が平成１６年４月１日以後に完

成した愛媛県土木部及び農林水産部発注の土木一式工事に

係るものにあっては、工事成績評定点が６５点未満のものは、

従事経験として認めない。

� 各構成員の出資比率が、２０パーセント以上であること。

� 各構成員が次に掲げる規定による届出をしていない者（当該

規定が適用されない者を除く。）でないこと。

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条

イ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条

ウ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条

� 各構成員又は各構成員の役員等（業務を執行する社員、取締

役、執行役若しくはこれらに準ずる者又は相談役、顧問その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を

執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者と同

等以上の支配力を有するものと認められる者をいう。）が次に

掲げる者でないこと。

ア 愛媛県暴力団排除条例（平成２２年愛媛県条例第２４号）第２

条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」とい

う。）

イ 暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者

ウ 暴力団員等又はイに掲げる者がその事業活動を支配する者

� 共同企業体の有効期間が、次に定める期間であること。

ア この公告の工事の契約の相手方となった場合は、当該工事

の請負代金の精算払を受けるまでの間

イ この公告の工事の契約の相手方とならなかった場合は、当

該工事の契約の相手方が確定するまでの間

３ 入札参加資格の確認

� この公告の工事の入札に参加を希望する者は、愛媛県建設工

事共同企業体事務取扱要綱第１１条第１項の規定に基づき、次に

掲げる申請書類を知事に提出し、入札参加資格の確認を受けな

ければならない。

ア 申請書

イ 特定建設工事共同企業体協定書の写し

ウ 入札参加資格確認資料

� �に掲げる申請書類の提出は、代表者となろうとする者が電
子証明書（ＩＣカード）を取得し、電子入札システムへの利用

者登録を完了した上で行わなければならない。ただし、紙入札

方式による場合にあっては、この限りでない。

� �に掲げる申請書類は、電子入札システムにより平成２７年６
月１２日（金）から７月１日（水）までの電子入札システムの稼

働時間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第

３号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」と

いう。）以外の日の午前９時から午後８時まで（最終日は午後

５時まで）をいう。以下同じ。）に提出すること。ただし、紙

入札方式による者にあっては、アに掲げる期間内にイに掲げる

場所へ、申請書類を持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又

は信書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）により提
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出すること。

ア 受付期間

平成２７年６月１２日（金）から７月１日（水）までの受付時

間中（県の休日以外の日の午前８時３０分から午後５時までを

いう。以下同じ。）

なお、郵送等による場合にあっては、平成２７年７月１日

（水）午後５時までに、イに掲げる場所へ必着のこと。

イ 受付場所

愛媛県土木部土木管理局土木管理課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２６４３

ＦＡＸ番号 （０８９）９１２―２６３９

電子メール dobokukanri@pref.ehime.jp

� 入札参加資格の確認の結果は、申請書を提出した者に対して、

平成２７年７月８日（水）までに、電子入札システムにより通知

する。

なお、紙入札方式による者にあっては、書面により通知する。

� その他

ア �に掲げる申請書類の作成等に係る費用は、当該書類を提
出した者の負担とする。

イ 提出された申請書類は、返却しない。

ウ 詳細は、入札説明書による。

４ 入札参加資格を認められなかった者に対する理由の説明

� 入札参加資格を認められなかった者は、その理由について、

知事に対して書面により説明を求めることができる。この場合

には、３�の通知をした日の翌日から平成２７年７月１７日（金）
までの受付時間中に３�イに掲げる場所へ、当該書面を持参又
は郵送等により提出しなければならない。

� �の書面を提出した者に対する回答は、平成２７年７月２４日
（金）までに、書面により行う。

５ 標準型総合評価落札方式に関する事項

� 評価項目

総合評価実施要領第５条に定めるところによる。

� 評価の方法

ア 入札参加資格を満たす場合に１００点の基礎点を与えるとと

もに、技術提案については評価基準に従って評価し、２０点を

満点とする加算点を与える。

イ アにより得られる基礎点及び加算点の合計を入札価格で除

して得た数値（以下「評価値」という。）をもって評価を行

う。

ウ 各評価項目の配点等詳細は、入札説明書による。

� 適正な履行の確保

受注者の責により、提出された技術提案の内容と同等以上の

施工をしなかったと認められる場合は、総合評価実施要領第１１

条の規定により工事成績評定点を減点し、及び違約金を徴収す

る。

６ 入札説明書の掲載等

� 掲載期間

平成２７年６月１２日（金）から７月３１日（金）まで

� 掲載場所

入札情報公開システム

http://www.pref.ehime.jp/h40180/e-bid-nyuusatsu/index.

html

� なお、設計書、図面及び仕様書については、平成２７年６月１２

日（金）から７月２８日（火）までの間において、入札説明書に

定めるところにより貸与し、又は閲覧に供する。

� 入札説明書について質問がある場合は、電子入札システムに

より、平成２７年６月１５日（月）から７月２１日（火）までの電子

入札システムの稼働時間中に提出すること。ただし、電子入札

システムにより難い場合は、質問事項を記載した書面を持参又

は郵送等により提出することができる。詳細は、入札説明書に

よる。

� �の質問に対する回答は、平成２７年７月２４日（金）から２８日
（火）までの間において、入札情報公開システムにより公表す

る。

７ 入札及び開札

� 電子入札システムによる入札の期間

平成２７年７月２９日（水）から３１日（金）までの電子入札シス

テムの稼働時間中

� 開札の日時

平成２７年８月３日（月）午後２時

� 開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階入札室

� 入札書の提出方法

原則として、電子入札システムにより、入札金額及び電子く

じ入力番号を入力の上、提出すること。ただし、紙入札方式に

よる者にあっては、持参又は郵送等により提出すること。

� 持参による入札の取扱い

持参による入札の場合は、入札書は、平成２７年７月２９日（水）

から３１日（金）までの受付時間中に３�イに掲げる場所へ提出
すること。

� 郵送等による入札の取扱い

郵送等による入札の場合は、入札書は、平成２７年７月３１日

（金）午後５時までに３�イに掲げる場所へ必着のこと。
� 入札関係書類の提出について

ア 入札に際し、次に掲げる書類を併せて提出すること。

� 工事費内訳書（入札書に記載される金額に対応したもの

とし、工事区分及び工種ごとに、金額を記載すること。）

� 技術提案書

イ アに掲げる入札関係書類の作成等に係る費用は、当該書類

を提出した者の負担とする。

ウ 提出された入札関係書類は、返却しない。

� 入札方法

ア 入札回数は、１回とする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

ウ 低入札価格調査制度実施要綱第３条第１項に規定する調査

基準価格（以下「調査基準価格」という。）を下回る価格で

入札を行った者は、平成２７年８月６日（木）午後５時までに、
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入札説明書に定めるところの資料を３�イに掲げる場所へ持
参して提出すること。

８ 落札者の決定方法

� 開札後は、落札者の決定を保留し、標準型総合評価落札方式

に係る技術提案の評価を行う。この場合において、技術提案に

係る加算点については、愛媛県建設工事総合評価審査委員への

意見聴取の上、決定する。

� １�の予定価格の制限の範囲内で入札を行った者のうち、最
高の評価値をもって入札を行ったもの（以下「最高評価値入札

者」という。）を落札者とする。ただし、落札者となるべき者

の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がされないこととなるおそれがあると認められるとき、

又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ

ととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるとき

は、予定価格の制限の範囲内で入札を行った他の者のうちの最

高評価値入札者を落札者とすることがある。

� �の場合において、最高評価値入札者が２者以上あるときは、
当該入札者にくじを引かせて落札者を決定する。

� 落札者の決定は、原則として、愛媛県建設工事総合評価審査

委員への意見聴取の日の翌日から起算して３日（その期間中に

県の休日がある場合においては、県の休日を除く。）以内に行

う。ただし、調査基準価格を下回った入札が行われた場合は、

この限りでない。

� 落札者が決定した場合は、直ちに全ての入札参加者に対し電

子入札システムにより落札者決定の通知を行うものとする。

なお、入札結果は、仮契約締結後、入札情報公開システムに

おいて公表する。詳細は、入札説明書による。

９ 契約締結後のＶＥ提案

契約締結後、受注者は、設計図書に定める工事目的物の機能及

び性能を低下させることなく請負代金額を低減することを可能と

する施工方法等に係る設計図書の変更について、発注者に提案す

ることができる。提案が適正と認められた場合には、設計図書を

変更し、必要があると認められる場合には請負代金額の変更を行

うものとする。詳細は、特記仕様書等による。

１０ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、金融機関の保証の提供

をもって入札保証金の納付に代えることができる。また、入

札保証保険契約を締結し、又は契約保証の予約を行った場合

は、入札保証金の納付を免除する。

イ 入札保証金の納付期間（納入通知書（愛媛県会計規則（昭

和４５年愛媛県規則第１８号）様式第７号（その１））によるも

の）

平成２７年７月９日（木）から２９日（水）まで

ウ 金融機関の保証、入札保証保険契約又は契約保証の予約に

係る書類（以下「入札保証に係る書類」という。）の提出期

間等は、次のとおりとする。

� 提出期間

平成２７年７月９日（木）から３１日（金）までの受付時間

中

� 提出場所

３�イに掲げる場所
� 提出方法

持参又は郵送等により提出すること。

� 金融機関の保証期間又は入札保証保険契約の保険期間に

は、入札保証に係る書類の提出日から平成２７年１０月１５日

（木）までの期間を含むこと。

� 契約保証金

契約に際しては、請負代金額の１０分の１（低入札価格調査制

度実施要綱第５条第１項に規定する低価格入札者との契約（以

下「低価格入札者との契約」という。）にあっては、請負代金

額の１０分の３）以上の契約保証金を納付しなければならない。

ただし、利付国債又は金融機関の保証の提供をもって契約保証

金の納付に代えることができる。また、履行保証保険契約又は

工事履行保証契約を締結した場合は、契約保証金の納付を免除

する。

� 入札の無効等

ア 入札参加資格を有しない者及び３�に掲げる申請書類に虚
偽の記載を行った者の提出した入札書並びに愛媛県建設工事

入札者心得、運用基準、総合評価実施要領及び入札に関する

条件に違反した者の提出した入札書は、無効とする。

イ 入札参加資格を有することを確認された者であっても、入

札時点において入札参加資格を失っているときは、その者の

提出した入札書は、無効とする。

ウ 構成員の中に入札期間の初日から落札者の決定の日までの

間に愛媛県建設工事低価格入札者排除措置要綱（平成２２年６

月１日制定）に基づく排除措置の期間がある者の提出した入

札書は、無効とする。

エ ７�アに掲げる書類を提出しなかったときは、その者の提
出した入札書は、無効とする。

オ 設計図書に定める仕様に基づくものと認められない技術提

案を行った者の提出した入札書は、無効とする。

� 別に配置を求める技術者

低価格入札者との契約に際しては、監理技術者又は主任技術

者とは別に、同等の要件を満たす技術者の専任での配置を求め

る。詳細は、入札説明書による。

� 契約書作成の要否

要

� 契約の成立

ア この公告の工事に係る請負契約は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定に基づく愛媛県議会

の議決を得たときに成立する。

イ 落札者の決定後、請負契約の締結までの間において、当該

落札者が２に掲げる要件のいずれかを満たさなくなった場合

には、当該請負契約を締結しないことがある。

� 特定調達契約に係る競争入札等に参加する資格の審査を受け

ていない者の参加

２�ア又は２�アの知事の審査を受けていない者で共同企業
体の構成員になろうとするものは、当該共同企業体に係る申請

書を提出するまでに、知事の審査を受けなければならない。

	 契約条項を示す場所及び問合せ先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課

〒７９０―８５７０
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公営企業公告

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２６４３

ＦＡＸ番号 （０８９）９１２―２６３９

電子メール dobokukanri@pref.ehime.jp

� その他

詳細は、入札説明書による。

１１ Summary

� Nature and quantity of the construction work to be

required： Construction work on the Matsukaya Tunnel

（National Highway Route１９７）

� Time limit of tender：５：００ p．m．，３１ July，２０１５

� For further information，please contact： Public Works

Administration Division，Public Works Administration

Subdepartment， Publ ic Works Department， Ehime

Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，

Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２６４３

FAX０８９―９１２―２６３９

e-mail dobokukanri@pref.ehime.jp

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２７年６月１２日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

１ 入札に付する事項

� 件名

応急復旧用資材の購入

� 購入物品名及び数量

応急復旧用資材 １式

（使用にあたり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

平成２８年１月２２日（金）まで

� 納入場所

愛媛県松山市畑寺町３５

松山発電工水管理事務所

愛媛県今治市小泉一丁目１１の１

今治地区工業用水道管理事務所

愛媛県西条市中野１７９０

西条地区工業用水道管理事務所

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２７年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で次の事項に該当

するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告で示す物品を納入期限までに確実に納入できること

を証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出方法等

� 提出書類及び入札書の提出方法

電子入札システムによる。

� 入札書の受領期限

契約条項及び入札説明書の掲載場所

愛媛県入札情報公開システム上に掲載する。

http://www.pref.ehime.jp/h40180/e-bid-nyuusatsu/index.html

� 入札書のほかに提出する書類の受領期限

平成２７年７月１０日（金）午後５時００分まで。

� 入札書の受領期限

電子入札システムによる場合は、平成２７年７月２２日（水）か

ら平成２７年７月２３日（木）までの電子入札システム稼動時間中

（午前９時００分から午後８時００分まで（ただし、７月２３日は午

前１０時５９分まで））。

紙入札による場合は、平成２７年７月２３日（木）午前１０時５９分

まで。

� 開札の日時及び場所

平成２７年７月２３日（木）午前１１時００分

愛媛県公営企業管理局会議室（愛媛県庁第二別館２階）

� 問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示す物

品を納入できることを証明する書類を、入札説明書等に基づき

平成２７年７月１０日（金）午後５時００分までに電子入札システム

により提出しなければならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し、説

愛 媛 県 報平成２７年６月１２日 第２６８０号

６３３



明を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から第１５４条までの規

定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額及

び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限

る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Emergency recovery materials，１ set

� Time limit of tender：１０：５９ a．m．，２３ July２０１５

	 For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

平成２７年６月１２日 発行

愛 媛 県 報平成２７年６月１２日 第２６８０号

６３４


